
３．各入試共通事項 
１． 入学志願票について 

入学志願票（本要項綴じ込み）は、次の 9種類あり、それぞれ研究科ごとに綴じ込んであります。 

研究科および入試形態により異なるのでよく確認してください。 

志願票①・・・法学研究科【博士前期課程】法律学専攻、法学研究科【博士後期課程】法律学専攻 

志願票②・・・法学研究科 【博士前期課程】法律学専攻 －社会人入試－ 

志願票③・・・外国語学研究科【博士前期課程】ドイツ語学専攻／英語学専攻／フランス語学専攻 

外国語学研究科【博士後期課程】ドイツ語学専攻／英語学専攻／フランス語学専攻 

志願票④・・・外国語学研究科【博士前期課程】英語学専攻 －社会人入試－ 

志願票⑤・・・外国語学研究科【博士前期課程（１年コース）】英語学専攻 英語教育専修コース －社会人入試－ 

志願票⑥・・・外国語学研究科【博士前期課程】フランス語学専攻 －社会人入試－   

志願票⑦・・・経済学研究科【博士前期課程】経済・経営情報専攻 

経済学研究科【博士後期課程】経済・経営情報専攻  

志願票⑧・・・経済学研究科【博士前期課程】経済・経営情報専攻 －社会人入試－ 

経済学研究科【博士前期課程（１年コース）】経済・経営情報専攻 情報専修コース －社会人入試－ 

志願表⑨・・・経済学研究科【博士前期課程】経済・経営情報専攻 －特別入試－ 

  

２．受験上の注意 

(1)受験生は、試験開始２０分前までに指定場所に集合してください。 

（試験場については、「受験票」送付時に併せて送付する「試験場案内図」を参照してください。） 

(2)遅刻した場合、試験開始２０分以後の入室は認めません。 

(3)受験票は必ず携行し、試験中は机上に置いてください。 

  ＊受験票紛失・未着の場合、または当日忘れた場合は係員に申し出て再発行を受けてください。 

 

３．入学検定料 ３５，０００円 

(1)本要項巻末に綴じ込みの振込用紙又はＨＰよりダウンロードした振込用紙を用い、銀行窓口で振込みをしてくださ

い。（三菱 UFJ銀行から振込む場合は手数料免除となります。） 

(2)出願期間内に指定の銀行口座に振込んでください。（期間外に振込んだものは無効となります。） 

(3)一度納入された入学検定料は、いかなる理由があっても返還しません。 

(4)振込金受取書は、各自保管してください。 

 

４．合格発表 

(1)大学院事務室掲示板<4棟 1階>に掲示するほか、獨協大学大学院ホームページにも掲載します。 

合否に関する電話での問い合わせには応じません。 

(2)合格者には発表当日、入学手続書類を郵送します。 

 

 

５．入学手続 

◇博士前期課程Ⅰ期入試合格者 

第１回目入学手続（１０月）では、入学金の納付および在学誓書（本学所定用紙）を獨協大学大学院事務室宛に

送付してください。 



第２回目入学手続（２月）では、授業料等の納付および下記の手続書類（(1) 在学誓書を除く）を提出してください。

（所定の用紙は、2021年 2月 15日送付予定） 

◇博士前期課程Ⅱ期・特別入試合格者および後期課程入試合格者 

入学金および授業料等の納付と下記の入学手続書類を提出してください。（所定の用紙は、2021 年 2 月 15 日送

付予定） 

※各入学手続期間に所定の納付金を所定の銀行口座に振込んだ上で、次の手続書類を獨協大学大学院事務

室宛に送付してください（締切日消印有効）。 

［手続書類］ 

  (1) 在学誓書（本学所定用紙） 

  (2) 住所届（本学所定用紙） 

  (3) 氏名届（本学所定用紙） 

  (4) 住民票（個人番号（マイナンバー）の記載のないもの。外国籍の者は、国籍・在留資格・在留期間が記されて

いるもの。） 

  (5) 写真 1枚（タテ４cm×ヨコ３cm） 

  (6) 卒業・修了証明書、成績証明書（手続期間に用意できない場合は 3月 31日までに提出してください。） 

                                         

６．入学時納付金（２０２０年度実績）            

①博士前期課程（１年コースを除く）   ②博士後期課程 

    
博士前期課程Ⅰ期入試（10月） 博士前期課程Ⅱ期入試（2月） 

博士前期課程特別入試（2月） 

博士後期課程入試（2月） 

備    考 
第 1回目手続 第 2回目手続 

納 付 期 間 
2020/10/16（金） 

～10/26（月） 

2021/2/15（月） 

   ～2/24（水） 
2021/2/15（月）～2/24（水）  

入 学 金 250,000  250,000 入学年次のみ 

授 業 料    

（ 春 学 期 分 ） 
 325,000 325,000 

年額 650,000円 

秋学期分は９月に納付 

施 設 設 備 費  150,000 150,000 毎年度４月に納付 

学生教育研究 

災害傷害保険料 
    800     800 毎年度４月に納付 

合 計 250,000 475,800 725,800 
入学年度合計 

1,050,800円 

※ 博士前期課程に入学を許可された者のうち、本学を卒業または本大学院の課程を修了した者および本学在学

中の者で飛び級により入学を許可された者については、入学金を免除する。 

※ 博士後期課程に入学を許可された者のうち、本学を卒業または本大学院の課程を修了した者については、入学

金を免除する。 

※ 学生教育研究災害傷害保険は、学生が教育研究活動中（正課中および通学途中等）に自身が被った災害に対

して、必要な給付を行うことを目的としている。 

 

 

 



③博士前期課程（１年コース） 

 
Ⅰ期入試（10月） 

Ⅱ期入試（2月） 備    考 
第 1回目手続 第 2回目手続 

納 付 期 間 
2020/10/16（金） 

～10/26（月） 

2021/2/15（月） 

   ～2/24（水） 
2021/2/15（月）～2/24（水）  

入 学 金 250,000  250,000 入学年次のみ 

授 業 料    

（ 春 学 期 分 ） 
 425,000 425,000 

年額 850,000円 

秋学期分は９月に納付 

施 設 設 備 費  150,000 150,000 毎年度４月に納付 

学生教育研究 

災害傷害保険料 
   800   800 毎年度４月に納付 

合 計 250,000 575,800 825,800 
入学年度合計 

1,250,800円 

※ 博士前期課程に入学を許可された者のうち、本学を卒業または本大学院の課程を修了した者および本学在学

中の者で飛び級により入学を許可された者については、入学金を免除する。 

 

７．その他注意事項 

(1)出願手続後は、書類に記載した一切の事項の変更を認めません。また、一度受付けた書類・入学検定料はいかな

る理由があっても返還しません。 

(2)入学手続後は、受付けた書類の返還は、いかなる理由があっても、これに応じません。 

(3)入学手続後、他大学院への入学等により、やむを得ず入学を辞退せざるを得ない場合は、2021 年 3 月 24 日（水）

～3月 31日（水）の期間内に所定の手続をした者に限り、入学金を除いた授業料等納付金を返還します。 

※詳細は大学院事務室に問い合わせてください。 

(4)入学手続後、出願時の本人連絡先に変更がある場合は、すみやかに大学院事務室に届けてください。 

 

８．個人情報の取り扱いについて 

(1)出願者の個人情報は、大学院入試選抜を目的として、適正に管理・利用いたします。 

(2)出願者の個人情報は、出願者の承諾なく第三者に提供することはいたしません。 



アドミッション・ポリシー 

【法学研究科】 

（教育目的） 

「法学・政治学の分野において、総合的、専門的、また学際的な教育・研究を行い、法学・政治学の研究の発展に資

するとともに、高度の専門性を有する職業に必要な学識・能力をもった人材を養成すること」を教育目的とする。 

（求める人物像） 

法学・政治学の分野において、総合的、専門的、また学際的な教育・研究を行い、法学・政治学の研究の発展に資す

るとともに、高度の専門性を有する職業に必要な学識・能力をもった人材となるための資質を有する人物を求める。 

 

【外国語学研究科】 

（教育目的） 

「語学・文学・文化・外国語教育分野において、総合的、専門的、また学際的な教育・研究を行い、語学・文学・文化・

外国語教育の研究の発展に資するとともに、高度の専門性を有する職業に必要な学識・能力をもった人材を養成する

こと」を教育目的とする。 

（求める人物像） 

自立的な調査、研究、発表を通じて、外国語に関わる分野の研究者を志す人物、あるいは教員や国際機関職員等、

高度の知識を持った専門家となることを志す人物を求める。 

 

【経済学研究科】 

（教育目的） 

「経済・経営・情報の分野において、総合的、専門的、また学際的な教育・研究を行い、経済・経営・情報の研究の発

展に資するとともに、高度の専門性を有する職業に必要な学識・能力をもった人材を養成すること」を教育目的とする。

博士前期課程は、経済・経営・情報分野における研究能力を高め、また公務、教育、税務、会計業務等に必要な高度

の能力を養うことを教育目的とする。博士後期課程は、経済・経営・情報分野において研究者として自立して教育・研

究活動を行い、また公務、教育、税務、会計業務等に従事するに必要な高度の研究能力およびその基礎となる豊か

な学識を養うことを教育目的とする。 

（求める人物像） 

博士前期課程は、経済・経営・情報分野における研究能力を高めようとする人物、また公務、教育、税務、会計業務等

に必要な経済・経営・情報分野における高度の能力を獲得しようとする人物を求める。博士後期課程は、経済・経営・

情報分野において研究者として自立して教育・研究活動を行おうとする人物、また公務、教育、税務、会計業務等に

従事するに必要な経済・経営・情報分野における高度の研究能力を獲得しようとする人物を求める。 

 

 

獨協大学大学院奨学金制度 

奨 学 金 名 称 金 額 備 考 

大学院奨学金＜給付＞ 月額 22,000円または 44,000円 ・本大学院独自の制度 

・選考の上給付 大学院交換留学生奨学金＜給付＞ 月額 22,000円 

大学院外国人学生支援奨学金 

＜給付＞ 

外国人学生を対象に年間授業料の 30％相当額 

を限度として減免することにより、奨学金とみなす 

 


